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福島県自主防災組織活動促進・資機材整備事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 県は、県内の自主防災組織の強化を図るため、市町村に対し、福島県補助金等の交付

等に関する規則（昭和 45年福島県規則第 107号。以下、「規則」という。）及びこの要綱の

定めるところにより、予算の範囲内で補助金を交付する。 

 

（補助の対象及び補助額） 

第２条 補助の対象及び補助額は、次のとおりとする。 

(1) 市町村が自主防災組織活動促進事業（以下、「活動促進事業」という。）又は自主防災

組織資機材整備事業（以下、「資機材整備事業」という。）を実施する場合に要する経費

に対して交付するものとし、その補助限度額等は、別表第一のとおりとする。 

(2) 自主防災組織又は自主防災組織結成を目的とする団体が活動促進事業又は資機材整備

事業を実施する場合に要する経費について、市町村が補助するとき当該補助に要する経

費に対して交付するものとし、その補助限度額等は、別表第一のとおりとする。  

 

（申請書の様式等） 

第３条 規則第 4条第 1項の申請書は、福島県自主防災組織活動促進・資機材整備事業補助金

交付申請書（第 1号様式）によるものとし、その提出期限は、知事が別に定める日とする。 

２ 規則第 4条第 2項第 2号に規定する別に定める書類は、次のとおりとする。ただし、規則

第 4条第 3項により、知事は、必要がないと認めるものについては、その記載又は添付を省

略させることができる。 

(1) 事業計画書（第 1号様式 別紙 1） 

(2) 収支予算書（第 1号様式 別紙 2） 

(3) 市町村の補助金要綱（補助対象経費が補助金の場合） 

(4) その他知事が必要と認める書類 

３ 申請書及び申請書に添付すべき書類の部数は、1部とする。 

 

（補助金交付の条件） 

第４条 規則第 6条第 1項第 1号に規定する別に定める軽微な変更は、次のいずれかの場合と

する。 

 (1) 活動促進事業内又は資機材整備事業内において、補助対象経費の 20％以内の減額又は

補助金交付申請額の変更を伴わない増額をすること。 

 (2) 活動促進事業内又は資機材整備事業内の別表第二に掲げる各経費区分相互間におい

て、いずれか低い額の 20％以内の経費の配分の変更をすること。 

 (3) 事業の主要な部分に重要な変更を及ぼさない変更をすること。 

 

（変更の承認） 

第５条 規則第 6条第 1項第 1号又は第 2号の規定に基づき、知事の承認を受けようとする場
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合は、福島県自主防災組織活動促進・資機材整備事業変更（中止・廃止）承認申請書（第 2

号様式）を知事に提出しなければならない。 

 

（申請を取り下げることができる期日） 

第６条 規則第 8条第 1項に規定する別に定める期日は、交付の決定の通知を受理した日から

起算して 15 日を経過した日とする。 

 

（完了報告） 

第７条 市町村は、当該事業が完了したときは、速やかに福島県自主防災組織活動促進・資機

材整備事業完了報告書（第 3号様式）を知事に提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第８条 規則第 13条の規定による実績報告は、福島県自主防災組織活動促進・資機材整備事

業実績報告書（第 4号様式）に次に掲げる書類を添えて、事業完了の日（事業廃止について

知事の承認を受けた場合においては、承認を受けた日）から起算して 30日を経過した日、

又は補助金の交付決定があった日の属する年度の 3月 31日のいずれか早い日までに行わな

ければならない。 

(1) 実績概要書（第 4号様式 別紙 1） 

(2) 収支精算書（第 4号様式 別紙 2） 

(3) 領収書又は支払いを証する書類（写） 

(4)  活動促進事業にあっては、その実施状況が分かる写真 

(5) 資機材整備事業で単価 10万円以上の備品整備に係るものにあっては、備品の写真 

(6) 資機材整備事業で自主防災組織の結成を目的とする団体への補助にあっては、自主防

災組織が結成されたことを証明する書類 

(7) その他知事が必要と認める書類 

 

（補助金の交付の請求） 

第９条 市町村は、規則第 14条の規定による補助金額確定の通知を受けたときは、福島県自

主防災組織活動促進・資機材整備事業補助金交付請求書（第 5号様式）を速やかに知事に提

出しなければならない。 

 

（財産処分の制限） 

第 10条 規則第 18条第１項ただし書に規定する別に定める期間は、減価償却資産の耐用年数

等に関する省令（昭和 40年大蔵省令第 15号）に定める耐用年数に相当する期間とする。 

２ 規則第 18条第 1項第 2号及び第 3号に規定する別に定めるものは取得価格又は効用の増

加価格が 50万円以上の機械、器具、その他の備品とする。 

３ 市町村は、規則第 18条第 1項の規定により、この補助事業による補助金を交付した自主

防災組織又は自主防災組織結成を目的とする団体から財産を処分する申請を受けたときは、

あらかじめ取得財産処分承認申請書（第 6号様式）を知事に提出しなければならない。 
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（会計帳簿等の整備等） 

第 11条 補助金の交付を受けた市町村は、補助金の収支状況を記載した会計帳簿その他の書

類を整備し、補助事業の完了した日の属する会計年度の翌年度から起算して 5年間保存して

おかなければならない。 

 

（その他） 

第 12条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、知事が別に定める。 

 

 

  附 則 

この要綱は、令和 4年 4月 27日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和 5年 4月 1日から施行する。 
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別表第一（福島県自主防災組織活動促進・資機材整備事業補助金交付要綱第２条関係） 

事業区分 
事業 

主体 
補助対象経費 

補
助
率

補助 

限度額 

１ (1)活動促進事業 市町村 

① 自主防災組織が参加する研修や

訓練の実施、地区防災計画の作成

に係る活動等に要する経費。

1/2 
1団体 

100千円 

② 自主防災組織以外の団体が実施

する研修や訓練等の実施に要する

経費。（自主防災組織設立のための

研修や訓練に限る）

③ 上記①又は②に要する経費につ

いて市町村が団体を補助すると

き、当該補助に要する経費。

２ (2)資機材整備事業 市町村 

① 新規に自主防災組織を結成しよ

うとする町内会等の団体に対し

て、必要な資機材を配備するため

の経費。

＜対象資機材の例＞ 

ヘルメット、ベスト、長靴、発電

機、投光器、防災倉庫 等 

1/2 
1団体 

150千円 

② 既存の自主防災組織に対して、

必要な資機材を配備・更新するた

めの経費。

ただし、活動カバー率の向上に

資する事業に限る。 

＜対象資機材の例＞ 

ヘルメット、ベスト、長靴、発電

機、投光器、防災倉庫 等 

③ 上記①又は②に係る経費につい

て市町村が団体を補助するとき、

当該補助に要する経費。

（注）活動促進事業について、市町村が複数の団体を対象に研修・訓練等を開催する場合は、

団体を回数に読み替える。 
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別表第二（福島県自主防災組織活動促進・資機材整備事業補助金交付要綱第４条関係） 

経費区分 内容 

1.報償費 ○講師、専門家等への謝金 

2.旅費 ○講師、専門家等の旅費 

3.需用費  

 

消耗品費 
○事務用品 ○材料費 ○研修会等の資料・テキスト代等 

○食糧費（炊き出し訓練に使用する食材購入費等） 

印刷製本費 ○チラシ、ポスター 

燃料費 ○訓練等に使用する燃料費 

4.役務費  

 

通信運搬費 ○切手・はがき 

保険料 ○訓練等実施時の保険料等 

手数料 ○各種申請手数料 

5.使用料及び賃借料 ○会場使用料 ○バス等の借上料 ○機材、器具等の借上料 

6.備品購入費 ○機械装置等の購入費 

7.補助金 ○補助対象事業を実施するために団体へ交付する経費 

（注１） 次に掲げるものに該当する経費は、補助対象経費とはならない。 

  (1) 補助対象事業を実施するために直接必要とは認められない経費 

  (2) 他からの転用が可能と認められる機械装置等 

  (3) 対象となる事業の終了後、当該事業以外に容易に他への転用が可能と認められる構

築物等 

  (4) 補助対象事業のみに使ったか明確に切り分けできない経費 

 

（注２） 補助金の対象事業期間は、当該補助金の交付決定日の属する年度の事業着手日から

当該年度の 3月 31日までの期間とする。 



 

 

第１号様式 

注 用紙の大きさは、Ａ列４番とする。 

番      号  

令和 年 月 日  

 

 福島県知事 

 

 

                        住所又は所在地 

                        名     称 

                        氏名又は代表者の氏名 

 

令和 年度 福島県自主防災組織活動促進・資機材整備事業補助金交付申請書 

 令和 年度において、下記のとおり福島県自主防災組織活動促進・資機材整備事業を実

施したいので、福島県補助金等の交付等に関する規則第４条第１項の規定により、下記の

とおり申請します。 

記 

１ 事業の目的・内容 

  別紙 事業計画書のとおり 

 

２ 補助金交付申請額 

  金        円 

 

３ 本件責任者及び担当者 

  責任者氏名 

  担当者氏名 

  連絡先 

 

４ 添付書類 

(1) 事業計画書（別紙１） 

(2) 収支予算書（別紙２） 

(3) 市町村の補助金要綱（補助対象経費が補助金の場合） 

 (4) その他必要な書類 

 

 

 

 



（第１号様式 別紙１） 

注 用紙の大きさは、Ａ列４番とする。 

令和 年度 福島県自主防災組織活動促進・資機材整備事業 事業計画書 

 

（市町村名）          

（事業の概要） 

事業 

番号 
団体名 事業名 事業の目的・内容 事業期間 

補助 

事業 

事業費 

（円） 

うち県交付金 

（円） 

1        

2        

3        

4        

合  計 －    

１ 団体名は、自主防災組織名等を記載すること。活動促進事業で市町村が主催する場合は、市町村名を記載すること。 

２ 事業名は、「活動促進事業」、「資機材整備事業（新規）」、「資機材整備事業（既存）」のいずれかを記載すること。 

３ 事業期間は、交付対象期間のうち、事業着手から完了の予定日までを記載すること。 

４ 事業内容が団体に対する市町村の補助事業である場合には、補助事業の欄に○を記載すること。 

５ 1団体当たり 1事業として記載すること。 

６ 行が不足する場合は、適宜行を挿入すること。 

７ 作成にあたっては、記載例を参照すること。 

８ 既存組織への資機材整備事業を実施する場合は、活動カバー率向上の見込みを（別紙１-１）へ入力すること。



（第１号様式 別紙１-１） 

 
（既存組織への資機材整備事業を実施する場合） 

管内世帯数（申請年度の 4月 1日時点）（a）  

 

事業 

番号 
当該事業が活動カバー率の向上につながる理由 

申請年度の 4 月 1 日

現在、申請する組織

が活動範囲としてい

る地域の世帯数 

（b） 

資機材整備によって、 

活動範囲が拡大した際

に見込む地域の世帯数 

（c） 

申請年度の 4月 1日

現在における申請す

る組織の活動カバー

率（％） 

（b/a） 

資機材整備によっ

て向上を見込む活

動カバー率（％） 

（c/a） 

      

      

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（第１号様式 別紙１） 

注 用紙の大きさは、Ａ列４番とする。 

令和 年度 福島県自主防災組織活動促進・資機材整備事業 事業計画書 

≪記載例≫ 

（市町村名）   ○○市    

（事業の概要） 

事業 

番号 
団体名 事業名 事業の目的・内容 事業期間 

補助 

事業 

事業費 

（円） 

うち県交付金 

（円） 

1 
○○地区 

自主防災組織 

活動促進 

事業 

○○地区自主防災組織の活動を促進するため、○○

地区自主防災組織が実施する避難所運営訓練（避難

所の設営・炊き出し等）の事業費用を助成する。 

R4.8.10～ 

R4.10.10 
○ 200,000円 100,000円 

2 ○○市 
活動促進 

事業 

自主防災組織の活動を促進するため、市の主催によ

り、市内の自主防災組織を対象とした研修会を開催

する。 

R4.10.1～ 

R4.10.30 
 100,000円 50,000円 

3 □□地区町内会 
資機材整備 

事業（新規） 

□□地区が自主防災組織を結成するため、□□地区

に対して結成に必要な資機材（ヘルメット、ベス

ト、投光器等）の購入経費を助成する。 

R4.9.1～ 

R5.1.30 
○ 300,000円 150,000円 

4 
△△地区 

自主防災組織 

資機材整備 

事業（既存） 

△△地区が自主防災組織の活動範囲を拡充するた

め、資機材（ヘルメット、ベスト等）を購入して△

△地区へ配備する。 

R5.8.1～ 

R5.12.30 
 400,000円 150,000円 

5 
□□地区 

自主防災組織 

資機材整備事

業（既存） 

休眠状態が続いている□□地区の自主防災組織の活

動を再活性化するため、資機材（ヘルメット、ベス

ト等）を購入して□□地区へ配備する。 

R5.6.1～ 

R5.11.30 
 200,000円 100,000円 

合  計 －  1,200,000円 550,000円 

１ 団体名は、自主防災組織名等を記載すること。活動促進事業で市町村が主催する場合は、市町村名を記載すること。 
２ 事業名は、「活動促進事業」、「資機材整備事業（新規）」、「資機材整備事業（既存）」のいずれかを記載すること。 
３ 事業期間は、交付対象期間のうち、事業着手から完了の予定日までを記載すること。 
４ 事業内容が団体に対する市町村の補助事業である場合には、補助事業の欄に○を記載すること。 
５ 1団体当たり 1事業として記載すること。 
６ 行が不足する場合は、適宜行を挿入すること。 
７ 作成にあたっては、記載例を参照すること。 
８ 既存組織への資機材整備事業を実施する場合は、活動カバー率向上の見込みを（別紙１-１）へ入力すること。



（第１号様式 別紙１-１） 

 
（既存組織への資機材整備事業を実施する場合） 

管内世帯数（申請年度の 4月 1日現在）（a） 21,000 

 

事業 

番号 
当該事業が活動カバー率の向上につながる理由 

申請年度の 4 月 1 日

現在、申請する組織

が活動範囲としてい

る地域の世帯数 

（b） 

資機材整備によって、 

活動範囲が拡大した際

に見込む地域の世帯数 

（c） 

申請年度の 4月 1日

現在における申請す

る組織の活動カバー

率（％） 

（b/a） 

資機材整備によっ

て向上を見込む活

動カバー率（％） 

（c/a） 

4 

資機材を更新及び追加配備することで、組織活

動の効率化等が図られ、災害時にはより広い地

域での活動が期待できるため。 

100 120 0.48％ 0.57％ 

5 

休眠している組織の再活性化を資機材整備で支

援することで、災害時における広範囲での活動

が期待できるため。 

0 80 0％ 0.38％ 

      

 



（第１号様式　別紙2）

１　収入

県補助金

市町村費

その他

２　支出 （単位：円）

項　目 予　算　額 備　考

計 0

令和　年度　福島県自主防災組織活動促進・資機材整備事業

計 0

収支予算書

（単位：円）

項　目 予　算　額 備　考



（第１号様式　別紙2）

１　収入

県補助金

市町村費

その他

２　支出

活動促進事業(1)
団体補助金 200,000 × 1 ＝ 200,000

活動促進事業(2)
会場使用料 30,000 × 1 ＝ 30,000

講師謝金 30,000 × 1 ＝ 30,000

研修会消耗品 40,000 × 1 ＝ 40,000

資機材整備事業(1)
団体補助金 300,000 × 1 ＝ 300,000

資機材整備事業(2)
ヘルメット 6,000 × 10 ＝ 60,000

安全ベスト 4,000 × 10 ＝ 40,000

長靴 5,000 × 10 ＝ 50,000

発電機 250,000 × 1 ＝ 250,000

≪記載例≫

0

収支予算書

（単位：円）

項　目 予　算　額 備　考

令和４年度　福島県自主防災組織活動促進・資機材整備事業

450,000

550,000

計 1,000,000

計 1,000,000

（単位：円）

項　目 予　算　額 備　考



 

 

第２号様式 

注 用紙の大きさは、Ａ列４番とする。 

番      号  

令和 年 月 日  

 

 福島県知事 

 

 

                        住所又は所在地 

                        名     称 

                        氏名又は代表者の氏名 

 

令和 年度 福島県自主防災組織活動促進・資機材整備事業 

変更（中止・廃止）承認申請書 

 下記により令和 年度福島県自主防災組織活動促進・資機材整備事業の事業計画を変更

（中止・廃止）したいので、福島県補助金等の交付等に関する規則第６条第１項の規定によ

り、承認してくださるよう申請します。 

記 

１ 補助金の交付決定年月日及び番号 

  令和 年 月 日付け福島県指令   第   号 

 

２ 変更（中止・廃止）の理由 

 

 

３ 変更（中止・廃止）の内容 

 

 

４ 添付書類 

 (1) 事業計画書（別紙１）※変更後 

 (2) 収支予算書（別紙２）※変更後 

 (3) その他必要な書類 

 

 

 

 

 

 



 

 

第３号様式 

注 用紙の大きさは、Ａ列４番とする。 

番      号  

令和 年 月 日  

 

 福島県知事 

 

 

                        住所又は所在地 

                        名     称 

                        氏名又は代表者の氏名 

 

令和 年度 福島県自主防災組織活動促進・資機材整備事業完了報告書 

 令和 年度福島県自主防災組織活動促進・資機材整備事業について、下記のとおり完了

しましたので報告します。 

記 

 
事業名 福島県自主防災組織活動促進・資機材整備事業 

交付決定年月日・番号 令和 年 月 日付け福島県指令   第   号 

交付決定額         円  

着手年月日 令和 年 月 日  

完了年月日 令和 年 月 日  

 



 

 

第４号様式 

注 用紙の大きさは、Ａ列４番とする。 

番      号  

令和 年 月 日  

 

 福島県知事 

 

 

                        住所又は所在地 

                        名     称 

                        氏名又は代表者の氏名 

 

令和 年度 福島県自主防災組織活動促進・資機材整備事業実績報告書 

 令和 年度において、下記のとおり福島県自主防災組織活動促進・資機材整備事業を実

施したので、福島県補助金等の交付等に関する規則第１３条第１項の規定により、その実

績を報告します。 

記 

１ 事業の目的・内容 

  別紙 実績概要書のとおり 

 

２ 事業の内容及び経費の配分 

  別紙 収支精算書のとおり 

 

３ 添付書類 

(1) 実績概要書（別紙１） 

(2) 収支精算書（別紙２） 

(3) 領収書又は支払いを証する書類（写） 

(4)  活動促進事業にあっては、その実施状況が分かる写真 

(5) 資機材整備事業で単価 10万円以上の備品整備に係るものにあっては、備品の写真 

(6) 資機材整備事業で自主防災組織の結成を目的とする団体への補助にあっては、自主

防災組織が結成されたことを証明する書類 

(7) その他知事が必要と認める書類 

 

 

 

 



（第４号様式 別紙１） 

注 用紙の大きさは、Ａ列４番とする。 

令和 年度 福島県自主防災組織活動促進・資機材整備事業 実績概要書 

 

（市町村名）          

（事業実績の概要） 

事業 

番号 
団体名 事業名 事業の目的・内容 事業期間 

補助 

事業 

事業費 

（円） 

うち県交付金 

（円） 

1        

2        

3        

4        

合  計 －    

１ 団体名は、自主防災組織名等を記載すること。活動促進事業で市町村が主催する場合は、市町村名を記載すること。 

２ 事業名は、「活動促進事業」、「資機材整備事業（新規）」、「資機材整備事業（既存）」のいずれかを記載すること。 

３ 事業期間は、交付対象期間のうち、事業着手から完了日までを記載すること。 

４ 事業内容が団体に対する市町村の補助事業である場合には、補助事業の欄に○を記載すること。 

５ 1団体当たり 1事業として記載すること。 

６ 行が不足する場合は、適宜行を挿入すること。 

７ 作成にあたっては、記載例を参照すること。 

８ 既存組織への資機材整備事業を実施した場合は、活動カバー率向上の結果を（別紙１-１）へ入力すること。 



（第４号様式 別紙１－１） 

 
（既存組織への資機材整備事業を実施した場合） 

管内世帯数（申請年度の 4月 1日時点）（a）  

 

事業 

番号 
当該事業が活動カバー率の向上につながった理由 

申請年度の 4 月 1 日

時点で、申請した組

織が活動範囲として

いた地域の世帯数 

（b） 

資機材整備によっ

て、活動範囲が拡大

した地域の世帯数 

（c） 

申請年度の 4月 1日

時点における申請し

た組織の活動カバー

率（％） 

（b/a） 

資機材整備によっ

て向上した活動カ

バー率（％） 

（c/a） 

      

      

      

 

 

 

 

 



（第４号様式 別紙１） 

注 用紙の大きさは、Ａ列４番とする。 

令和 年度 福島県自主防災組織活動促進・資機材整備事業 実績概要書  

≪記載例≫ 

（市町村名） ○○市  

（事業実績の概要） 

事業 

番号 
団体名 事業名 事業の目的・内容 事業期間 

補助 

事業 

事業費 

（円） 

うち県交付金 

（円） 

1 
○○地区 

自主防災組織 

活動促進 

事業 

○○地区自主防災組織の活動を促進するため、○○

地区自主防災組織が実施する避難所運営訓練（避難

所の設営・炊き出し等）の事業費用を助成した。 

R4.8.10～ 

R4.10.10 
○ 200,000円 100,000円 

2 ○○市 
活動促進 

事業 

自主防災組織の活動を促進するため、市の主催によ

り、市内の自主防災組織を対象とした研修会を開催

した。 

R4.10.1～ 

R4.10.30 
 100,000円 50,000円 

3 □□地区町内会 
資機材整備 

事業（新規） 

□□地区が自主防災組織を結成するため、□□地区

に対して結成に必要な資機材（ヘルメット、ベス

ト、投光器等）の購入経費を助成した。 

R4.9.1～ 

R5.1.30 
○ 300,000円 150,000円 

4 
△△地区 

自主防災組織 

資機材整備 

事業（既存） 

△△地区が自主防災組織の活動範囲を拡充するた

め、資機材（ヘルメット、ベスト等）を購入して△

△地区へ配備した。 

R5.8.1～ 

R5.12.30 
 400,000円 150,000円 

5 
□□地区 

自主防災組織 

資機材整備事

業（既存） 

休眠状態が続いている□□地区の自主防災組織の活

動を再活性化するため、資機材（ヘルメット、ベス

ト等）を購入して□□地区へ配備した。 

R5.6.1～ 

R5.11.30 
 200,000円 100,000円 

合  計 －  1,200,000円 550,000円 

１ 団体名は、自主防災組織名等を記載すること。活動促進事業で市町村が主催する場合は、市町村名を記載すること。 
２ 事業名は、「活動促進事業」、「資機材整備事業（新規）」、「資機材整備事業（既存）」のいずれかを記載すること。 
３ 事業期間は、交付対象期間のうち、事業着手から完了日までを記載すること。 
４ 事業内容が団体に対する市町村の補助事業である場合には、補助事業の欄に○を記載すること。 
５ 1団体当たり 1事業として記載すること。 
６ 行が不足する場合は、適宜行を挿入すること。 
７ 作成にあたっては、記載例を参照すること。 
８ 既存組織への資機材整備事業を実施した場合は、活動カバー率向上の結果を（別紙１-１）へ入力すること。 



（第４号様式 別紙１－１） 

 
（既存組織への資機材整備事業を実施した場合） 

管内世帯数（申請年度の 4月 1日時点）（a） 21,000 

 

事業 

番号 
当該事業が活動カバー率の向上につながった理由 

申請年度の 4 月 1 日

時点で、申請した組

織が活動範囲として

いた地域の世帯数 

（b） 

資機材整備によっ

て、活動範囲が拡大

した地域の世帯数 

（c） 

申請年度の 4月 1日

時点における申請し

た組織の活動カバー

率（％） 

（b/a） 

資機材整備によっ

て向上した活動カ

バー率（％） 

（c/a） 

4 

資機材を更新及び追加配備したことで、組織活動の

効率化等が図られ、災害時にはより広い地域での活

動が期待できるため。 

100 130 0.48％ 0.62％ 

5 

休眠していた組織の再活性化を資機材整備で支援

したことで、災害時における広範囲での活動が期待

できるため。 

0 80 0％ 0.38％ 

      

 

 

 



（第4号様式　別紙2）

１　収入

県補助金

市町村費

その他

２　支出

計 0

収支精算書

（単位：円）

項　目 決　算　額 備　考

計 0

令和　年度　福島県自主防災組織活動促進・資機材整備事業

（単位：円）

項　目 決　算　額 備　考



（第4号様式　別紙2）

１　収入

県補助金

市町村費

その他

２　支出

活動促進事業(1)
団体補助金 200,000 × 1 ＝ 200,000

活動促進事業(2)
会場使用料 30,000 × 1 ＝ 30,000

講師謝金 30,000 × 1 ＝ 30,000

研修会消耗品 40,000 × 1 ＝ 40,000

資機材整備事業(1)
団体補助金 300,000 × 1 ＝ 300,000

資機材整備事業(2)
ヘルメット 6,000 × 10 ＝ 60,000

安全ベスト 4,000 × 10 ＝ 40,000

長靴 5,000 × 10 ＝ 50,000

発電機 250,000 × 1 ＝ 250,000

≪記載例≫

計 1,000,000

計 1,000,000

（単位：円）

項　目 決　算　額 備　考

450,000

550,000

0

令和４年度　福島県自主防災組織活動促進・資機材整備事業

収支精算書

（単位：円）

項　目 決　算　額 備　考



 

 

第５号様式 

注 用紙の大きさは、Ａ列４番とする。 

番      号  

令和 年 月 日  

 

 福島県知事 

 

 

                        住所又は所在地 

                        名     称 

                        氏名又は代表者の氏名 

 

令和 年度 福島県自主防災組織活動促進・資機材整備事業補助金交付請求書 

 令和 年 月 日付け福島県指令第   号で交付決定のあった福島県自主防災組織活

動促進・資機材整備事業補助金について、下記のとおり交付してくださるよう請求しま

す。 

記 

 
事業名 福島県自主防災組織活動促進・資機材整備事業 

事業費  円  

交付決定額  (A)         円  

今回請求額  (B) 円  
残額   (A)-(B) 円  

 

 

 

 

 



 

 

第６号様式 

注 用紙の大きさは、Ａ列４番とする。 

番      号  

令和 年 月 日  

 

  福島県知事  
 
 
                     住所又は所在地 

                     名     称 

                     氏名又は代表者の氏名 

 
取得財産処分承認申請書  

 令和 年度福島県自主防災組織活動促進・資機材整備事業補助金により取得した財産

を下記により処分したいので、福島県補助金等の交付等に関する規則第１８条第

１項の規定により、承認してくださるよう申請します。  
記  

 １ 品目  
 
 ２ 取得価格及び時価  
 
 ３ 取得年月日  
 
 ４ 処分の方法  
 
 ５ 処分の理由  
 
 ６ 処分予定価格  
 
 
 
 （注）別に指示する資料を添付のこと。  
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